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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第２四半期連結
累計期間

第84期
第２四半期連結
累計期間

第83期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 42,915 47,598 117,522

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △1,221 688 677

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）
（百万円） △732 2,591 3,223

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,922 5,132 6,568

純資産額 （百万円） 33,425 41,149 36,071

総資産額 （百万円） 150,924 144,676 149,846

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（円） △10.18 36.06 44.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.1 28.4 24.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,376 11,902 △7,252

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 337 2,376 3,434

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △794 △1,197 △1,379

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 22,121 32,070 18,889

 

回次
第83期

第２四半期連結
会計期間

第84期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益又は

四半期純損失（△）
（円） △3.23 40.42

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第83期及び第84期第２四半期連結累計期間は

潜在株式がないため、第83期第２四半期連結累計期間は潜在株式がなく、また、１株当たり四半期純損失の

ため記載していない。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
 
「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結累計期間における国内建設市場は、公共投資は堅調に推移し、国内民間設備投資も回復傾向に

あるものの、建設技能者の不足に伴う労務費の上昇や資材価格の高止まり等の影響により、依然として先行き不透

明な事業環境下で推移した。

　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の業績は次のとおりとなった。

売上高については、建設事業46,688百万円に不動産事業910百万円を加えた47,598百万円（前年同四半期比

10.9％増）となった。利益面については、営業利益は351百万円（前年同四半期は△1,518百万円）、経常利益は

688百万円（前年同四半期は△1,221百万円）、四半期純利益は2,591百万円（前年同四半期は△732百万円）となっ

た。

セグメントの業績は次のとおりである。

（建設事業）

受注工事高は、建築工事30,837百万円、土木工事30,594百万円の合計61,431百万円となり、完成工事高は、建

築工事36,387百万円、土木工事10,301百万円の合計46,688百万円、営業利益は△48百万円である。

（不動産事業）

売上高は910百万円、営業利益は569百万円である。

なお、当第２四半期連結会計期間末の財政状態は次のとおりである。

資産の部は、前連結会計年度末比5,170百万円減（3.5％減）の144,676百万円である。

その内訳は、流動資産については、前連結会計年度末比8,482百万円減（9.9％減）の77,541百万円、固定資産に

ついては、前連結会計年度末比3,312百万円増（5.2％増）の67,135百万円である。

負債の部は、前連結会計年度末比10,248百万円減（9.0％減）の103,527百万円である。

その内訳は、流動負債については、前連結会計年度末比10,071百万円減（12.2％減）の72,694百万円、固定負債

については、前連結会計年度末比176百万円減（0.6％減）の30,832百万円である。

純資産の部は、前連結会計年度末比5,078百万円増（14.1％増）の41,149百万円である。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、32,070百万円（前年同四半期は22,121百万

円）となった。その内訳として、営業活動によるキャッシュ・フローは、11,902百万円の収入超過（前年同四半期

は1,376百万円の支出超過）、投資活動によるキャッシュ・フローは、2,376百万円の収入超過（前年同四半期は

337百万円の収入超過）、財務活動によるキャッシュ・フローは、1,197百万円の支出超過（前年同四半期は794百

万円の支出超過）である。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は101百万円である。

（建設事業）

当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動に重要な変更はない。

（不動産事業）

研究開発活動は特段行われていない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 190,000,000

計 190,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 73,531,406 73,531,406
株式会社東京証券取引所
（市場第一部）

　単元株式数
1,000株

計 73,531,406 73,531,406 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 73,531,406 － 3,695 － 522
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

泉株式会社 兵庫県西宮市南郷町102番地 25,397 34.54

大泉商事株式会社 大阪市西区京町堀一丁目７番１号 6,806 9.26

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 3,575 4.86

京町ビル株式会社 大阪市西区京町堀一丁目７番１号 2,660 3.62

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,000 2.72

錢高組従業員持株会 大阪市西区西本町二丁目２番11号 1,773 2.41

高徳会 大阪府高石市千代田五丁目２番32号 1,650 2.24

株式会社錢高組（自己株式） 大阪市西区西本町二丁目２番11号 1,648 2.24

富士機械製造株式会社 愛知県知立市山町茶碓山19番地 1,490 2.03

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,000 1.36

計 － 48,002 65.28

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,648,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 71,749,000 71,749 同上

単元未満株式 普通株式    134,406 － －

発行済株式総数 73,531,406 － －

総株主の議決権 － 71,749 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれている。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数１個が含まれている。

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社錢高組
大阪市西区西本町

二丁目２番11号
1,648,000 － 1,648,000 2.24

計 － 1,648,000 － 1,648,000 2.24

 

２【役員の状況】

該当事項なし。

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

 5/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 18,889 32,070

受取手形・完成工事未収入金等 54,652 33,119

未成工事支出金 881 2,978

販売用不動産 84 84

その他 11,530 9,302

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 86,024 77,541

固定資産   

有形固定資産   

土地 12,929 12,929

その他（純額） 4,141 4,064

有形固定資産合計 17,071 16,994

無形固定資産 12 23

投資その他の資産   

投資有価証券 46,066 49,487

その他 2,230 2,185

貸倒引当金 △1,557 △1,555

投資その他の資産合計 46,739 50,116

固定資産合計 63,822 67,135

資産合計 149,846 144,676
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 42,751 28,831

短期借入金 23,756 21,977

1年内償還予定の社債 － 1,500

未払法人税等 162 416

未成工事受入金 7,922 12,680

完成工事補償引当金 148 160

賞与引当金 152 148

工事損失引当金 1,352 822

その他 6,519 6,157

流動負債合計 82,766 72,694

固定負債   

社債 1,500 －

長期借入金 13,287 13,886

繰延税金負債 10,637 11,457

役員退職慰労引当金 196 207

退職給付に係る負債 3,431 3,349

その他 1,956 1,932

固定負債合計 31,008 30,832

負債合計 113,775 103,527

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,695 3,695

資本剰余金 522 522

利益剰余金 13,334 15,872

自己株式 △406 △407

株主資本合計 17,146 19,683

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 19,024 21,608

為替換算調整勘定 △99 △142

その他の包括利益累計額合計 18,925 21,465

純資産合計 36,071 41,149

負債純資産合計 149,846 144,676
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高   

完成工事高 42,051 46,688

不動産事業等売上高 863 910

売上高合計 42,915 47,598

売上原価   

完成工事原価 41,695 44,476

不動産事業等売上原価 291 291

売上原価合計 41,987 44,767

売上総利益   

完成工事総利益 356 2,212

不動産事業等総利益 571 618

売上総利益合計 928 2,831

販売費及び一般管理費 ※１ 2,446 ※１ 2,480

営業利益又は営業損失（△） △1,518 351

営業外収益   

受取利息 27 22

受取配当金 450 498

為替差益 108 153

その他 75 77

営業外収益合計 662 752

営業外費用   

支払利息 312 358

その他 53 56

営業外費用合計 365 415

経常利益又は経常損失（△） △1,221 688

特別利益   

固定資産売却益 80 －

投資有価証券売却益 510 2,398

その他 2 －

特別利益合計 593 2,398

特別損失   

固定資産除却損 10 －

投資有価証券評価損 36 －

特別損失合計 46 －

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△674 3,086

法人税、住民税及び事業税 60 497

法人税等調整額 △2 △2

法人税等合計 57 494

少数株主損益調整前四半期純利益又は

少数株主損益調整前四半期純損失（△）
△732 2,591

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △732 2,591
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は

少数株主損益調整前四半期純損失（△）
△732 2,591

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,525 2,584

為替換算調整勘定 129 △43

その他の包括利益合計 4,654 2,540

四半期包括利益 3,922 5,132

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,922 5,132

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△674 3,086

減価償却費 146 138

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △1

工事損失引当金の増減額（△は減少） △121 △530

退職給付引当金の増減額（△は減少） △278 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △136

受取利息及び受取配当金 △478 △520

支払利息 312 358

有形固定資産売却損益（△は益） △80 －

投資有価証券売却損益（△は益） △510 △2,398

投資有価証券評価損益（△は益） 36 －

売上債権の増減額（△は増加） 12,194 21,532

未成工事支出金の増減額（△は増加） △14,754 △2,097

販売用不動産の増減額（△は増加） △0 －

仕入債務の増減額（△は減少） △11,156 △13,919

未成工事受入金の増減額（△は減少） 12,557 4,758

その他 1,268 1,735

小計 △1,532 12,006

利息及び配当金の受取額 471 511

利息の支払額 △266 △372

法人税等の支払額 △49 △243

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,376 11,902

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △78 △47

有形固定資産の売却による収入 83 －

投資有価証券の取得による支出 △11 △42

投資有価証券の売却による収入 322 2,425

貸付金の回収による収入 21 2

その他 △0 38

投資活動によるキャッシュ・フロー 337 2,376

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,900 △1,779

長期借入れによる収入 5,189 2,300

長期借入金の返済による支出 △4,065 △1,701

自己株式の取得による支出 △0 △0

その他 △18 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △794 △1,197

現金及び現金同等物に係る換算差額 195 100

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,639 13,181

現金及び現金同等物の期首残高 23,760 18,889

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 22,121 ※１ 32,070

 

EDINET提出書類

株式会社錢高組(E00069)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項なし。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方

法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更している。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ている。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が54百万円増加し、利益剰余金が54百万円減

少している。なお、当該変更に伴う損益に与える影響額は軽微である。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項なし。

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と貸出コミットメント契約を締結している。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

貸出コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000

 

　２　保証債務

　一括支払信託債務に対して保証を行っている。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

コウトク商事株式会社 163百万円 113百万円

 

　なお、保証予約等はない。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

従業員給料手当 1,070百万円 1,004百万円

退職給付費用 18 26

 

２ 前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当社グループの売上高は、工事の完成引渡し時期が第４四半期連結会計期間に集中する傾向があるた

め、第４四半期連結会計期間の工事進捗率が高くなることにより、売上高は通期の業績に対し第２四半期

連結累計期間の割合が低くなるといった季節的変動がある。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金預金勘定 22,121百万円 32,070百万円

現金及び現金同等物 22,121 32,070

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当金支払額

該当事項なし。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 建設事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 42,051 863 42,915 － 42,915

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 42,051 863 42,915 － 42,915

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△1,888 524 △1,363 △155 △1,518

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△155百万円は、主に提出会社本社の管理部

門に係る費用である。

　　　２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行って

いる。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 建設事業 不動産事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 46,688 910 47,598 － 47,598

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 46,688 910 47,598 － 47,598

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
△48 569 520 △169 351

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△169百万円は、主に提出会社本社の管理部

門に係る費用である。

　　　２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行って

いる。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は

四半期純損失（△）（円）
△10.18 36.06

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △732 2,591

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
△732 2,591

普通株式の期中平均株式数（千株） 71,885 71,883

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第２四半期連結累計期間は潜在株式がないため、前第

２四半期連結累計期間は潜在株式がなく、また、１株当たり四半期純損失のため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

 

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月４日

株式会社錢高組

取締役会　御中

 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　光博　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 稲野辺　研　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 久貝　陽生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社錢高組

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社錢高組及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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